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障害福祉サービス事業者等に対する
指導監査等について

3

令和５年度障害福祉サービス事業者集団指導

監査指導課



●集団指導

本市が指定の権限を持つ障害福祉サービス事業者等に対し，主
に過去の指導監査の指摘事項や制度改正等，必要な指導の内容
に応じて，集合形式で行う指導。

※障害児通所支援事業者等に係る集団指導においては，
子ども若者はぐくみ局はぐくみ創造推進室において開催

令和５年度においては，昨年に
引き続き、動画配信形式にて開催



●実地指導

障害者支援施設及び障害福祉サービス事業所等において，設
備の確認や関係書類の閲覧を行い，関係者から事前に準備いた
だく書類等をもとに説明を求める面談方式にて実地で行う。

（選定基準）
・毎年度，別途定める指導監査実施方針に基づき選定する。

・以下に示す情報を踏まえ，指導が必要と認める事業者等

○障害福祉サービス等の利用者や家族，障害福祉サービス事
業者等の従業者等からの通報・苦情・相談等に基づく情報

○その他特に指導が必要と認める障害福祉サービス事業者等



●監査
①社会福祉法に基づき，障害者支援施設に対して定期的に行う

もの。

②指定基準違反等の確認が必要と認められる場合に障害者
支援施設又は障害福祉サービス事業所等に対し行うもの。

〔監査対象となる場合〕
○障害福祉サービス等の利用者や家族，障害福祉サービス事

業者等の従業者等からの通報・苦情・相談等に基づく情報

○給付費の請求データ等の分析から特異傾向を示す事業者

○正当な理由なく実地指導を拒否した時
→上記を踏まえ，指定基準違反等の疑いがある場合

○その他，実地指導において指定基準違反が確認された場合 等



指導監査等における指摘事項について

1

令和５年度障害福祉サービス事業者集団指導

監査指導課



令和４年度指導監査について

（１）指導監査等を行った障害福祉サービス
居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、
生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援A型、
就労継続支援B型、計画相談支援、療養介護、短期入所、
施設入所支援 等

2

（２）指導監査等を行った期間
令和４年５月〜令和５年３月



実地指導において指摘が多かった事項
（令和４年度）

法定代理受領に係る通知を
行っていなかった

◯ 法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合は、支給決定

障害者に対し、当該支給決定障害者等に係る給付費の総額を通知すること

◯ 利用者負担額が０円の利用者についても、通知が必要

居宅 就Ａ 就Ｂ



法令遵守責任者の届出漏れ

◯ 変更があった場合は、速やかに障害保健福祉推進室に届け出る

こと

管理者又はサービス提供責任者の
変更届の届出漏れ 居宅 重度

◯ 管理者及びサービス提供責任者（サービス管理責任者）に変更

が生じた場合は、変更日から１０日以内に障害保健福祉推進室に

届出を行うこと。



サービス提供記録に具体的内容が
記載されていなかった

◯ 利用者の心身の状況、利用者に対する支援員の指導内容等

管理者及びサ責（サビ管）の責務
居宅 行動

◯ 管理者は従業員に対し、運営基準を遵守するよう必要な指揮命

令を行い、業務管理を一元的に行うこと。

就Ｂ

◯ サービス提供責任者及びサービス管理責任者の責務

→個別支援計画の作成の他、従業者に対する技術指導や助言 等



行動援護に係る支援計画シートが
作成されていなかった

◯ 利用者全員に係る支援計画シートの作成が必要

◯ 作成が無い場合、支援計画シート未作成減算に該当

行動

個別支援計画作成に係る手順及び
記録の不備 就Ａ重度

◯ 説明及び交付ができていない場合、作成していないものと同じ

就Ｂ

◯ 適切なアセスメントを行い、原案を作成→担当者会議の開催

◯ 個別支援計画の見直し・変更・モニタリング等

居宅



工賃規程が作成されていなかった

◯ 就労継続支援Ｂ型事業所が利用者に工賃を支払う際の根拠

欠席時対応加算の記録について

◯ 利用を中止した日の前々日、前日又は当日に連絡があった場合

就Ｂ

◯ 一月当たりの工賃の平均額は、３，０００円を下回ってはならない。

◯ 「利用者又はその家族等との連絡調整その他の相談支援を行う」

電話等により、当該利用者の状況を確認し、引き続き事業所の利用を促す

などの相談援助を行うとともに、当該相談援助の内容を記録すること



報酬単価の算定誤り

◯ 就労継続支援Ａ型の場合（スコア点を基に算定）

→新規指定の場合、初年度は「評価点８０点以上１０５点未満」の場

合であるとみなして報酬算定を行う。

※ただし、年度途中に指定された事業所の場合は、初年度及び２年

度目が「評価点８０点以上１０５点未満」とみなして算定する。

就Ａ 就Ｂ

◯ 就労継続支援Ｂ型の場合（平均工賃月額を基に算定）

（※就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）あるいは（Ⅱ）の場合）

→新規指定の場合、初年度の１年間は「平均工賃月額が１０，０００円

未満」の場合であるとみなして報酬算定を行う。

※ただし、年度途中に指定された事業所の場合は、初年度及び２年

度目の１年間が「平均工賃月額が１０，０００円未満」とみなして算

定する。



定員超過利用減算について

【対象となるサービス】

療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練（機能訓

練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型

◯ 一日当たりの利用実績による定員超過減算の取扱い

（例：定員５０人以下の場合）

→ １日の利用者数が利用定員に１００分の１５０を乗じて得た数を超

える場合に当該一日について利用者全員につき減算となる

◯ 過去３か月間の利用実績による定員超過減算の取扱い

→ 直近の過去３か月間の利用者の延べ数が、利用定員の開所日数

を乗じて得た数に１００分の１２５を乗じて得た数を超える場合に、

当該一月間について利用者全員につき減算となる



医療連携加算について

【対象となるサービス】

短期入所、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型、共同生活援助（

グループホーム）

◯ 個別支援計画への反映

→ 主治医からの指示書に基づき、看護内容等を個別支援計画に反

映すること

◯ 看護記録について

→ 看護師が訪問した時間帯の詳細も含めて記録すること。



就労継続支援Ａ型に係る
スコア表の公表について 就Ａ
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点 点 ／２００点

地域連携活動

　

（注2）8以上:35点、6～7：25点、1～5：15点

⑦1日の平均労働時間が２時間以上３時間未満

（Ⅴ）地域連携活動

小計（注1）

地域の事業者と連携した付加価値の高い商品開発、企業や官公庁等
での生産活動等地域社会と連携した活動を行い、その結果をイン
ターネット等により公表している

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

⑤1日の平均労働時間が４時間以上４時間30分未満

⑥1日の平均労働時間が３時間以上４時間未満

⑧1日の平均労働時間が２時間未満

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　過去３年以内の福祉サービス第三者評価を
　　　受審しており、結果を公表している。

　　　都道府県知事が適当と認める国際標準化規格が定めた
　　　規格その他これに準ずるものの認証を受けている

小計（注2）

⑧傷病休暇等の取得に関する事項

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めている 点数

合計

　

　

　

　

       いずれの取組も行っている

　　　１回の場合

　　　２回以上の場合

　　　人事評価結果に基づき定期に昇給を判定する
　　　制度を設け、全ての職員に周知している

　　　ピアサポーターを職員として配置している

　　　参加した職員が１人以上半数未満であった

　　　参加した職員が半数以上であった

　　　１回の場合

　　　２回以上の場合

　　　 いずれか一方のみの取組を行っている

多様な働き方

　　　　　就業規則等で定めている

①80点 ②70点 ③55点 ④45 点 ⑤40点 ⑥30点 ⑦20点 ⑧5点

①40点 ②25点 ③20点 ④5点

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めている

支援力向上

項目

労働時間

生産活動

⑥ピアサポーターの配置

⑦第三者評価

⑧国際標準化規格が定めた規格等の認証等

①免許・資格取得、検定の受検勧奨に関する制度

②利用者を職員として登用する制度

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　

④前年度及び前々年度の各年度における生産活動収支が
いずれも当該各年度に利用者に支払う賃金の総額以上でない

③在宅勤務に係る労働条件及び服務規律

④フレックスタイム制に係る労働条件

⑤短時間勤務に係る労働条件

⑥時差出勤制度に係る労働条件

⑦有給休暇の時間単位取得又は計画的付与制度

電話番号

事業所番号

管理者名

対象年度

様式２－１

④1日の平均労働時間が４時間30分以上５時間未満

（Ⅰ）労働時間

（Ⅱ）生産活動

（Ⅲ）多様な働き方（※）

（Ⅳ）　支援力向上（※）

③前年度及び前々年度における生産活動収支のうち前々年度
に
おける生産活動収支のみが利用者に支払う賃金の総額以上

②前年度及び前々年度における生産活動収支のうち前年度に
おける生産活動収支のみが利用者に支払う賃金の総額以上

①前年度及び前々年度の各年度における生産活動収支が
それぞれ当該各年度に利用者に支払う賃金の総額以上

　

　

　

②研修、学会等又は学会誌等において発表

①研修計画に基づいた外部研修会又は内部研修会

③視察・実習の実施又は受け入れ

④販路拡大の商談会等への参加

⑤職員の人事評価制度

①1日の平均労働時間が７時間以上

②1日の平均労働時間が６時間以上７時間未満

③1日の平均労働時間が５時間以上６時間未満

就労継続支援Ａ型事業所におけるスコア表（全体）

事業所名

住　所

様式２－１ 様式２－２



就労継続支援Ａ型に係る
スコア表の公表について

◯ 様式２－２も公表が必要

→ 様式２－１だけでなく、様式２－２も公表すること

◯ 算出根拠となる資料について

→ スコアを算出する際の根拠となる資料等を常備しておくこと。

就Ａ

■公表方法について
毎年度４月中にインターネットその他の方法（※）により公表が必要
※障害者等第三者に対して広く情報発信できる方法により実施すること

「厚生労働大臣の定め
る事項及び評価方法
の留意事項について」

令和３年３月30日障発
0330第５号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉
部長通知）



○契約書・重説
・日付の記載漏れ
・提供するサービス名の記載誤り
・第三者評価の受診の有無の記載がない（重説）

その他の指摘事項

○健康診断

・従業員の健康診断については年１回実施し、その記
録について事業所で５年間保存すること

○２人介護について

・２人介護を行うにあたっては，必要性を検討したうえ，
支援を行う場合は，個別支援計画に位置付けること。



「記録」について

1

令和５年度障害福祉サービス事業者集団指導

監査指導課



サービスの提供時
電話応対時

避難訓練

職員会議

欠席時加算

虐待研修、委員会

「記録」とは・・・

他



◯適切に支援を行い、運営していることを証明するための重要な手段

給付費を請求するための根拠資料

◯支援の質の向上を図るための重要な書類

なぜ、「記録」が必要か

◯事業所における従業員間の引き継ぎが円滑になる

利用者や家族から
信頼を得ることに繋がる

全ての記録

利用者に関する
記録



サービスの提供時
電話応対時

避難訓練

職員会議

欠席時加算

虐待研修、委員会

「記録する」ことは
重要な業務の一部

「記録」とは・・・

他



【記録すべき事項】

サービス提供記録とは・・・
→ 支援記録・実施記録と呼ばれるもの（各事業所任意様式）

提供したサービスの具体的な内容を示す、重要な書類

◯サービスの提供日及び提供時間

◯提供したサービスの具体的内容

◯利用者名及び記録者名

◯利用者の心身の状況

◯その他、利用者へ伝達すべき必要事項 等



サービスの具体的内容（一例）

身体介護

入浴介助

歯磨きの介助

調理

移乗の介助

食事介助

排泄介助

掃除

洗濯

家事援助

◯◯病院への付き添い

通院等介助

就労継続支援事業

日常生活上の支援

創作的活動

生活介護

利用者の生産活動の成果

施設外就労での状況

支援の内容

サービス提供記録に関する根拠規定は？



サービス提供記録の根拠規定

第１９条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、
当該指定居宅介護の提供日、内容その他必要な事項を、指定居宅
介護の提供の都度記録しなければならない。

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に
関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）

基準省令

２ 指定居宅介護事業者は、前項の規定による記録に際しては、
支給決定障害者等から指定居宅介護を提供したことについて確認
を受けなければならない。



サービス提供記録の根拠規定

第１９条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、当該指定居宅介護の
提供日、内容その他必要な事項を、指定居宅介護の提供の都度記録しなければならない。

（９）サービスの提供の記録
① 記録の時期

基準第１９条第１項は、利用者及び指定居宅介護事業者が、その時点での指定居宅介
護の利用状況等を把握できるようにするため、指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を
提供した際には、当該指定居宅介護の提供日、提供したサービスの具体的内容（例えば、
身体介護と家事援助の別等）、実績時間数、利用者負担額等の利用者へ伝達すべき必要
な事項を、後日一括して記録するのではなく、サービスの提供の都度記録しなければな
らないこととしたものである。

解釈 ■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について

（平18障発第1206001号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）

基準省令の
解釈通知

（９）サービスの提供の記録
① 記録の時期

基準第１９条第１項は、利用者及び指定居宅介護事業者が、その時点での指定居宅介
護の利用状況等を把握できるようにするため、指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を
提供した際には、当該指定居宅介護の提供日、提供したサービスの具体的内容（例えば、
身体介護と家事援助の別等）、実績時間数、利用者負担額等の利用者へ伝達すべき必要
な事項を、後日一括して記録するのではなく、サービスの提供の都度記録しなければな
らないこととしたものである。



サービス提供記録の根拠規定

第１９条

２ 指定居宅介護事業者は、前項の規定による記録に際しては、支給決定障害
者等から指定居宅介護を提供したことについて確認を受けなければならない。

② 利用者の確認

同条第２項は、同条第１項のサービスの提供の記録について、サービスの提供

に係る適切な手続を確保する観点から、利用者の確認を得なければならないこと

としたものである

解釈

② 利用者の確認

同条第２項は、同条第１項のサービスの提供の記録について、サービスの提供

に係る適切な手続を確保する観点から、利用者の確認を得なければならないこと

としたものである

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について

（平18障発第1206001号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）



心身の状況の把握に関する根拠規定

第１６条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供にあたっ
ては、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医
療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければ
ならない。

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に
関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）

第１６条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供にあたっ
ては、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医
療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければ
ならない。



サービスの具体的内容（一例）

【共通事項】

実際に行った支援内容だけでなく、

「利用者の心身の状況」についても記録を残すことが重要

身体介護

入浴介助

歯磨きの介助

調理

移乗の介助

食事介助

排泄介助

掃除

洗濯

家事援助

◯◯病院への付き添い

通院等介助

就労継続支援事業

日常生活上の支援

創作的活動

生活介護

利用者の生産活動の成果

施設外就労の有無

支援の内容



準用規定

第１６条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供にあたっ
ては、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医
療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければ
ならない。

第１９条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、
当該指定居宅介護の提供日、内容その他必要な事項を、指定居宅
介護の提供の都度記録しなければならない。

２ 指定居宅介護事業者は、前項の規定による記録に際しては、
支給決定障害者等から指定居宅介護を提供したことについて確認
を受けなければならない。



（補足事項）

法律における準用とは・・・

ある事項に関する規定について、他の類似の事項に、
必要な変更を加えてあてはめること

例）基準省令９３条

・・・第１９条の規程は、指定生活介護の事業に
ついて準用する。

第１９条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、当該指
定居宅介護の提供日、内容その他必要な事項を、指定居宅介護の提供の都
度記録しなければならない。



１６条（心身状況の把握）

準用
１９条（サービス提供の記録）

・生活介護 (基準省令第９３条)

・自立訓練(機能訓練) (基準省令第１６２条)

・自立訓練(生活訓練) (基準省令第１６９条の２及び第１７１条)

・就労移行支援 (基準省令第１８４条）

・就労継続支援Ａ型 (基準省令第１９７条）

・就労継続支援Ｂ型 (基準省令第２０２条)



記録における注意点①

◯サービス提供記録については、提供の都度作成すること

×後日一括して記録を作成

◯サービス提供記録について、利用者から確認を受けること

サービス提供実績記録票の作成



令和　　年　　月分 居宅介護サービス提供実績記録票

枚中 枚

通院介護（身体介護を伴わない）

通院等乗降介助

家事援助 回 回 回

通院介護（身体介護を伴う）

100% 90% 70% 重訪

計画

時間数計

内訳（適用単価別） 算定

時間数計

合

計

居宅における身体介護

利用者

確認欄
備考開始

時間

終了

時間

計画時間数 開始

時間

終了

時間
時間 乗降

時間

サービス提供時間 算定時間数 派

遣

人

数

初

回

加

算

緊急時

対応

加算

福祉

専門

職員等

連携

加算

契約支給量

日
付

曜
日

サービス
内容

居宅介護計画

乗降

事業所番号

（障害児氏名）

事業者及び

その事業所

支給決定障害者等氏名受給者証

番　　　号

サービス提供実績記録票とは

支給量の管理及び報酬の請求に係る適切な手続
きを確保する観点から、サービス提供の都度作
成する記録について利用者の確認を得るために
必要な書類

※事業所独自の様式を使用することも差し支えありませんが、必要事
項が網羅されている「サービス提供実績記録票」をお勧めします。

（参考）厚生労働省「介護給付費等に係る支給決定事務等について」

事業者は、サービス提供実績記録票を作成し、サービスを提供した
都度、その実績を記録し、支給決定障害者等の確認を受ける

例）居宅介護

※利用者に後日まとめて確認を得ることも差し支えないとされている
のは、療養介護、共同生活援助、施設入所支援

確認サイン、押印
どちらでもＯＫ



記録における注意点②

記録の訂正について

記録の保存について

サービス提供等諸記録の保存期間は、

提供を開始した日から５年間

記録に記載不備や誤りが判明した場合、利用者に説明の
うえ修正する等、適切な対応をとること。

基準省令第４２条



電磁的記録とは

電磁的記録の保存について

・パソコンに保存している提供記録等については、利用者が求
めればすぐに閲覧できる状況でないといけない。

・電磁的記録のみであれば、改ざん、消失が発生した際の対
応として、バックアップを行う等、適切な管理が必要。保存期間
５年間にも注意。

電磁的記録について

パソコン、スマートフォン、タブレット等
において情報処理されるもの

電子計算機 提供記録 等



行動援護に係る支援計画シートについて

監査指導課

令和５年度障害福祉サービス事業者集団指導



行動援護の支援計画シートについて

※平成３０年３月３１日以降、作成が必須

【参考】

「重度訪問介護の対象拡大に伴う支給決定事務等に係る留意事項について」

（平成26年3月31日付け障障発0331第8号 厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課長通知）

行動障害を有する方への支援について、関係
者間で必要な支援を共有し、一貫性のある支
援を行うために必要なもの



支援計画シート

・行動援護に特化した、

より詳細なアセスメント

・支援手順書の根拠となるもの



支援手順書兼記録用紙

・実際に行動援護の支援における
現場での利用者への関わり方

・具体的に一日の活動における
サービス手順を示しておくもの



支援計画シート等未作成減算

■支援計画シート等未作成減算（5％減算）
・サービス提供責任者等による指揮の下、
支援計画シート等が作成されていない場合

・支援計画シート等の作成に係る一連の業務
が適切に行われていない場合

「支援計画シート」及び「支援手順書」の作成が必要です



身体拘束廃止未実施減算について

監査指導課

令和５年度障害福祉サービス事業者集団指導



指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又
は第３項に規定する基準を満たしていない場合は
、１日につき５単位を所定単位数から減算する。

身体拘束廃止未実施減算

指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又
は第３項に規定する基準を満たしていない場合は
、１日につき５単位を所定単位数から減算する。

① やむを得ず身体拘束を行った場合、その記録
を記載しているか

② 身体拘束等適正化に係る検討委員会を定期
的に開催しているか

③ 身体拘束適正化に係る指針を整備しているか

④ 身体拘束適正化に係る研修を定期的に実施し
ているか

① やむを得ず身体拘束を行った場合、その記録
を記載しているか

② 身体拘束等適正化に係る検討委員会を定期
的に開催しているか

③ 身体拘束適正化に係る指針を整備しているか

④ 身体拘束適正化に係る研修を定期的に実施し
ているか



減算対象となるサービス

（訪問系）
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護
（通所系）
療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）
（就労系）
就労移行支援、就労継続支援A型、 就労継続支援B型
（宿泊・施設系）
短期入所、共同生活援助、宿泊型自立訓練、施設入所支援



①組織による決定と個別支援計画への記載

個別支援会議等において組織として慎重に検討・決定し

、身体拘束を行うやむを得ない理由を個別支援計画に

記載する。

②本人・家族への十分な説明

利用者本人や家族に十分説明をし、

了解を得る。

③必要な事項の記録

その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由等を記録する。

やむを得ず身体拘束を行うときの手続き

切迫性 非代替性 一時性

記録が
なければ
減算



身体拘束等の適正化のための対策を検討する
委員会を定期的に開催していない場合

身体拘束等適正化検討委員会の開催

具体的には、「１年に１回以上」開催して
いないと、減算

（参考）令和３年度報酬改定 問１８
Ｑ 身体拘束廃止未実施減算の適用要件である、身体拘束適正化
検討委員会の開催及び研修の実施について、「年に１回」とは、年
度で考えるのか。または、直近１年で考えるのか。

Ａ 直近１年で考える



身体拘束等適正化のための指針の整備

具体的には、指針が作成されていな
い場合、減算

ア 事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方

イ 身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

ウ 身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針

エ 事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基

本方針

オ 身体拘束等発生時の対応に関する基本方針

カ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

キ その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針



身体拘束等の適正化に係る研修を定期的に
実施していない場合

身体拘束等適正化に係る研修の実施

具体的には、「１年に１回以上」実施して
いないと、減算



① やむを得ず身体拘束を行った場合、その記録
を記載しているか

② 身体拘束等適正化に係る検討委員会を定期
的に開催しているか

③ 身体拘束適正化に係る指針を整備しているか

④ 身体拘束適正化に係る研修を定期的に実施し
ているか



①から④の項目でどれか1つでも
できていないことが判明した場合

本市が改善を認めた場合、減算適用解除

翌月から最低３か月減算適用



令和５年度障害福祉サービス事業者集団指導

事業者等に係る
各種届出等について

障害保健福祉推進室事業者指定担当



１ 指定内容に係る変更届 
⑴ 提出期限等 
  指定事業者は、その指定に係る内容について変更が生じた場合は、原則として変更日から

１０日以内（１０日目が閉庁日の場合はその直後の開庁日）に、「変更届出書（第２号様式）」
及び必要な添付書類を提出しなければなりません。 

 ※ 必要な添付書類については、３ページの「変更届が必要な事項及び添付書類」を確認し

てください。 
 ※ １０日を過ぎて提出される場合は、「遅延理由書兼誓約書」を添付してください。 

 

 ⑵ 軽微な変更に係る特例的な取扱い 

従業員の交代に伴う運営規程（従業者の職種、員数及び職務の内容）の変更については、
その都度ではなく、年１回、４月１日時点で前年と比較して、従業者の員数の記載が変更と

なる場合に、４月１０日までに届け出ることとします。 
なお、従業者の員数の記載については、「○○人」という記載以外に、「○○人以上」と

いう記載でも差し支えありません。この記載の場合、従業者の員数に変更があっても、運営

規程の人員を満たし、かつ、人員基準を満たしていれば、変更届の提出は不要です。 
 

⑶ 事前相談が必要な場合 

 ア 事前相談が必要な変更事項 

   ○ 事業所・施設の移転 
   ○ 従たる事業所の設置 

   ○ 利用定員の変更（増員及び減員） 
   ○ 共同生活援助の種類（介護サービス包括型、日中サービス支援型又は外部サービス利

用型）の変更、共同生活住居の追加 

   ○ 短期入所の種類（併設型又は空床型）の変更 
   ○ 障害者支援施設のサービスの変更 

   ※ 面積要件がある事業（生活介護、短期入所、宿泊型自立訓練、共同生活援助、障害者

支援施設）の事業所の移転、従たる事業所の設置及び利用定員の変更を行う場合は、変

更日の３か月前までに事前相談をしてください。 
  イ 変更届の提出期限 

   (ｱ) 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、特定・一般相談支援の事業所の移転
並びに短期入所の種類（併設型又は空床型）の変更 

     変更日から１０日以内 

   (ｲ) (ｱ)以外の変更 
     変更日の１箇月前 

  ウ 変更指定申請が必要な場合 

    以下の変更事項については、変更届ではなく、「変更指定申請書（第１－３号様式）」

の提出が必要となります。変更日の１箇月前までに提出してください。 
   ○ 定員の増（生活介護、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型） 

  ○ 障害者支援施設のサービスの変更 
   ※ 添付書類については、２ページの「変更指定申請に必要な書類」を参照してください。

  エ 留意事項 

   ○ 十分な時間的余裕をもって事前相談をしてください。 
   ○ 事前相談は予約制になっていますので、必ず事前に電話で予約をお願いします。また

事前相談には、サービス種別ごとに作成した事前相談票を持参してください。 

   ○ 面積要件のある事業（生活介護、短期入所、宿泊型自立訓練、共同生活援助、障害者

支援施設）の事業所の移転及び利用定員の変更については、事前に現地確認を行い、要
件を満たしていることを確認したうえで、変更届を受理します。 

   ○ 例年、４月については、基本報酬等給付の算定変更に伴う業務を優先するため、面積
要件がある事業（生活介護、短期入所、宿泊型自立訓練、共同生活援助、障害者支援施

設）の事業所の移転、従たる事業所の設置及び利用定員の変更については、原則として、

４月２日から５月３１日付けでの変更を受けることができません。 
 

 ⑷ 電話番号及びファックス番号の変更 

   事業所の電話番号及びファックス番号が変更となった場合は、速やかに「電話・ファック

ス番号変更届」を提出してください。 

管理者やサービス提供責任者、
サービス管理責任者、相談支援専門
員などの資格や実務経験等が必要な
職種の届出ができていないケースが
散見されます。
特にサービス管理責任者の不在に

関しては減算の適用になる可能性が
ありますので、必ず適切に届出を行っ
ていただくようお願いします。

移転等の場合、建物について、設備
基準や各種法令に適合しているかを
確認していただく必要がありますの
で、賃貸借契約などの手続きを行う
前にご相談ください。



移動支援はこちらから、様式をダウ
ウンロードしてください。



２ 給付費等に係る届出書 

 ⑴ 加算等に係る届出 

ア 提出書類 

     ・介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書（第５号様式） 

     ・介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

     ・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙２） 

     ・変更内容が分かる添付書類（６ページ「加算等について体制の届出が必要なサービス一

覧」を確認してください。） 

イ 提出期限（算定の開始時期） 

(ｱ) 報酬が増える届出 

届出が毎月１５日以前になされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には

翌々月から算定を開始します。 

ただし、「福祉・介護職員処遇改善加算」「福祉・介護職員等特定処遇改善加算」「福

祉・介護職員等ベースアップ等支援加算」の算定を受けようとする事業者は、算定を受

けようとする月の前々月の末日までに届出が必要となります。 

   (ｲ) 加算の取下げ又は減算 

     事由発生後、速やかに届け出てください。 

  ウ その他 

    「福祉・介護職員処遇改善加算」「福祉・介護職員等特定処遇改善加算」「福祉・介護

職員等ベースアップ等支援加算」については、毎年、翌年度の処遇改善計画書を４月１５

日までに、前年度の実績報告書を７月末までに提出する必要があります。 

 

 ⑵ 食事の提供及び居住に要する費用に係る徴収額の届出 

補足給付を算定する施設において、変更が生じた場合は、その都度届け出る必要があります

ア 届出対象 

障害者支援施設 

イ 提出書類 

食事の提供及び居住に要する費用に係る徴収額届出書（届出様式１） 

  ウ 提出期限 

変更日から１０日以内 

 

 ⑶ 利用日数に係る特例の適用を受ける通所施設等に係る届出 

一人の利用者が一月に利用できる日数（支給量）は、原則として各月の日数から８日を控

除した日数（原則の日数）を上限とされていますが、日中活動サービスの事業運営上の理由

から「原則の日数」を超える支援が必要となる場合は、当該施設が特定する３箇月以上１年

以内の期間において、利用日数の合計が「原則の日数」の総和の範囲内であれば、京都市長

に届け出ることにより、「原則の日数」を超えてサービスを利用することができるとされて

います。 

  ア 届出対象 

日中活動サービスを実施している事業所（生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援） 

  イ 提出書類 

・利用日数に係る特例の適用を受ける日中活動サービス等に係る届出書（届出様式２） 

・年間スケジュール表など年間を通じた事業計画が分かる資料（任意様式） 

  ウ 提出期限 

適用を受けようとする開始月の前月の１５日 

届出の際は、報酬告示や留意事項通知
等で算定の要件を確認いただいた後、添
付書類をそろえたうえで、提出してくださ
い。添付書類が不足していて提出が遅れ
た場合や、審査の結果、要件を満たさな
いことが判明した場合などは、算定開始
日が一月遅れとなったり、加算の算定がで
きなくなることがあります。
また、届出後も、加算の算定要件を満

たしているか、常に確認が必要です。実地
指導などで、事業所の実態が加算の算定
要件に合致していないことが判明した場
合は、指導の対象となり、それまで受領し
ていた介護給付費等は返還となります。



３ 廃止・休止・再開に係る届出書 

 ⑴ 廃止及び休止に関する届出 

ア 提出書類 

廃止・休止・再開届出書（第３号様式） 

※ 当該事業所の利用者が同種のサービスを引き続き利用できるようにするために講

じた措置について、詳しく記載してください。 

  イ 提出期限 

    廃止又は休止の１箇月前 
  ウ 事前相談 

    届出書を提出する前に、事前相談を行ってください。 
 

⑵ 再開に関する届出 

ア 提出書類 

・廃止・休止・再開届出書（第３号様式） 

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙２） 

イ 提出期限 

    再開後１０日以内 

  ウ 事前相談 

    再開予定日の１箇月前までに、事前相談を行ってください。 

 

４ 指定の更新 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定により、指定事業者等

は６年ごとに更新を受けなければ指定事業者・施設としての効力を失います。 

 ⑴ 提出書類 

  ・指定（更新）申請書（第１号様式） 

  ・各サービスの指定（更新）に係る記載事項（付表） 

   ※付表の添付書類については、現在届け出ている内容に変更がない場合は不要です。 

  ・運営規程 

・誓約書（参考様式８、８－１、８－２のうち該当するもの） 

  ・役員等名簿（参考様式９） 

  ・介護給付費等算定に係る体制等（加算）に関する届出書（第５号様式） 

  ・介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

  ・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙２） 

 

⑵ 提出期限 

   指定期間満了日の２箇月前 

 

⑶ 留意事項 

○ 指定期間満了日までに申請がないと指定更新は受けられません。 

○ 同じ事業所番号でも、各事業の指定期間満了ごとに更新申請書の作成が必要です。 

○ 事業を休止している間に指定期間満了を迎える場合、指定期間の満了をもって指定の効

力を失うことになります。指定更新申請を行う場合は、再開届出書が必要です。 

○ 指定更新する意思がない場合は、事前に電話で御連絡のうえ、廃止届出書を提出してく

ださい。 

廃止又は休止の届出には、利用者が同
じ種類のサービスを継続して利用できる
ように事業所として講じた措置について、
利用者一人一人について、具体的に詳し
く記載してください。



８ 業務管理体制の整備の届出 

平成２４年度から、指定障害福祉サービス事業者等は法令遵守等の業務管理体制の整備が義

務付けられています。 

 ⑴ 対象となる事業 

【障害者総合支援法に基づくもの】 

ア 指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の設置者（第５１条の２） 

イ 指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者（第５１条の３１） 

【児童福祉法に基づくもの】 

ウ 指定障害児通所支援事業者（第２１条の５の２６） 

エ 指定障害児入所施設の設置者（第２４条の１９の２） 

オ 指定障害児相談支援事業者（第２４条の３８） 

⑵ 業務管理体制の整備の内容及び届出事項 

業務管理体制の整備の内容は、事業所等の数に応じて定められています。 

 必要な業務管理体制の整備の内容（届出事項） 

指定事業所

の数（※） 

①法令遵守責任者の選任 

（法令遵守責任者の 

氏名・生年月日） 

②法令遵守規程の整備 

（規程の概要） 

③業務執行の状況の 

監査の実施 

（監査の方法の概要） 

１ ９ 以 下 ○ － － 

２０～９９ ○ ○ － 

１００以上 ○ ○ ○ 

※ 事業所数の数え方 

・ 障害者総合支援法及び児童福祉法の根拠条文ごとに数えます。 

 ・ 事業所番号が同じでもサービス種別が異なる場合は、それぞれを１つと数えます。 

  例）同一事業所番号で居宅介護、重度訪問介護、同行援護を実施…３事業所 

    生活介護と就労継続支援Ｂ型を実施する多機能型事業所…２事業所 

 ・ 障害者支援施設は施設入所支援と昼間実施サービスを合わせて１つと数えます。 

  例）施設入所支援、生活介護、自立訓練を実施する障害者支援施設…１事業所 

 ・ 一般相談支援事業所は、地域定着支援、地域移行支援をそれぞれ１つと数えます。 

・ 同一サービスの従たる事業所や出張所は数えません。 

 ・ 地域生活支援事業（移動支援、日中一時支援等）や基準該当事業所は数えません。 

⑶ 届出先 

届出先は、事業所等の所在地によって決まるものであり、事業者の主たる事務所の所在地

ではありません。また、平成２９年４月１日から、届出先が一部変更されていますので注意

してください。 

 

区  分 届 出 先 

① 事業所等が２以上の都

道府県に所在する事業者 

厚生労働省本省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課監査指導室 

② 全ての事業所等が京都

市内に所在する事業者 

京都市保健福祉局 障害保健福祉推進室 

（障害者総合支援法に基づく事業） 

京都市子ども若者はぐくみ局 子ども家庭支援課 

（児童福祉法に基づく事業） 

③ ①及び②以外の事業者 

京都府健康福祉部 

 障害者支援課（障害者総合支援法、児童福祉法に基づ

く事業） 

 

  



 ⑷ 届出様式等（京都市に届け出る場合） 

届出が必要となる事由及び根拠法令に応じて、以下の様式にて届け出る必要があります。

届出が必要となる事由 届出様式 

①業務管理体制の整備に関して届け出る場合（新規） 

※ 事業所数は、障害者総合支援法及び児童福祉法の根拠条文ごとに数え、

根拠条文ごとに体制の整備及び届出が必要です。 

 例）居宅介護５、重度訪問介護５、生活介護７、障害者支援施設３、特定相

談支援事業３、児童発達支援３、放課後等デイサービス３箇所を運営する

事業者 

居宅介護５、重度訪問介護５、生活介護７、障害者支援施設３ 

 ⇒２０事業所、第１号様式（第５１条の２）で届出 

特定相談支援事業３ 

 ⇒３事業所、第１号様式（第５１条の３１）で届出 

児童発達支援３、放課後等デイサービス３ 

 ⇒６事業所、第２号様式（第２１条の５の２６）で届出 

 

 ○指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設（第５１条の２） 

○指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者（第５１条の３１） 
第１号様式 

○指定障害児通所支援事業者（第２１条の５の２６） 

○指定障害児入所施設の設置者（第２４条の１９の２） 

○指定障害児相談支援事業者（第２４条の３８） 

第２号様式 

②事業所等の指定等により事業展開地域が変更し届出先区分の変更が生じた

場合 

 ※ 変更前の行政機関及び変更後の行政機関の両方に届け出る必要があり

ます。 

 例）京都市内のみで事業を実施していた事業者が、新たに宇治市において事

業を開始した場合 

   届出先：京都市 → 京都府 に変更 

 

 ○指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設（第５１条の２） 

○指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者（第５１条の３１） 
第１号様式 

○指定障害児通所支援事業者（第２１条の５の２６） 

○指定障害児入所施設の設置者（第２４条の１９の２） 

○指定障害児相談支援事業者（第２４条の３８） 

第２号様式 

③届出事項に変更があった場合 

 ※ 以下の場合は届け出る必要はありません。 

  ・事業所等の数に変更が生じても、整備する業務管理体制が変更されない

場合 

  ・法令遵守規程の字句の修正など業務管理体制に影響を及ぼさない軽微な

変更の場合 

 

 ○指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設（第５１条の２） 

○指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者（第５１条の３１） 
第３号様式 

○指定障害児通所支援事業者（第２１条の５の２６） 

○指定障害児入所施設の設置者（第２４条の１９の２） 

○指定障害児相談支援事業者（第２４条の３８） 

第４号様式 

 

事業所の指定等により事業展開地域が
変更し、届出先区分の変更が生じた場合
や、届出事項に変更があった場合の届出
を失念されているケースが見受けられま
すので、ご注意ください。



障害福祉サービス等情報公表制度について

○ 平成３０年４月から障害福祉サービス等情報公表
制度が施行され、「情報福祉サービス等情報検索シ
ステム」において、全国の事業所の詳細な情報が検
索できるようになりました。法令の定めにより、京
都市内で障害福祉サービス等事業所を運営する事業
者は、このシステムを通じて、毎年１回、運営する
事業所の情報を京都市に報告していただく必要があ
ります。

○ 令和５年度の報告については、京都市情報館に取
扱いを掲載しており、事業者の皆様におかれまして
は、期限までに報告していただいているかと思いま
すが、報告ができていない場合は速やかに報告いた
だきますようお願いいたします。

○ 公表内容に変更が生じた場合は、速やかに内容の
修正を行っていただくようお願いいたします。

【事業者の皆様へのお知らせ】障害福祉サービス等情報公
表制度について
＜京都市情報館ＵＲＬ＞ ページ番号 ２３２５８１

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0
000232581.html -

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0


介護保険サービスとの関係

障害保健福祉推進室 在宅福祉担当

令和５年度障害福祉サービス事業者集団指導



重複するサービスは介護保険が優先
障害福祉サービス 介護保険サービス

同行援護
行動援護
介護保険適用除外施設
共同生活援助
自立訓練（生活訓練）
就労移行支援
就労継続支援 など

特別養護老人ホーム
老人保健施設
療養病床（介護型）
ケアハウス
認知症型共同生活介護
訪問看護 など

居宅介護
訪問入浴サービス

生活介護
自立訓練

（機能訓練）
短期入所



重複するサービスは介護保険が優先
障害福祉サービス 介護保険サービス

同行援護
行動援護
介護保険適用除外施設
共同生活援助
自立訓練（生活訓練）
就労移行支援
就労継続支援 など

特別養護老人ホーム
老人保健施設
療養病床（介護型）
ケアハウス
認知症型共同生活介護
訪問看護 など

居宅介護
訪問入浴サービス

生活介護
自立訓練

（機能訓練）
短期入所

重複サービス

↓
介護保険が優先
（上乗せ）

↓
優先関係はない
（横出し）



６５歳到達時のおおまかな流れ
①介護保険の申請→要介護認定とケアマネージャーの決定

②ケアマネジャーによるケアプランの作成

③介護保険と共通するサービスを順次切り替える
（例）居宅介護（障害） → 訪問介護（介護）



ケアプランとサービス等利用計画について
〇介護保険に移行された方については、ケアプラン作成
対象者となるため、サービス等利用計画の作成は行わ
ない。（＝ケアマネジャーにより、介護保険移行後の
プランを作成いただく。）

〇障害福祉サービス固有のもの（同行援護、行動援護、
就労移行支援等）の利用を希望される方は、計画相談
支援を利用できる場合がある。



介護保険へ移行する支援内容の例
障害福祉サービス 介護保険サービス

居宅介護、重度訪問介護の一部 訪問介護、訪問型サービス
短期入所 短期入所生活介護

生活介護、自立訓練（機能訓練） 通所介護、通所型サービス
訪問入浴サービス 訪問入浴介護

補装具の一部 福祉用具貸与（車椅子・電動車椅
子・歩行器・歩行補助つえ）

日常生活用具の一部
福祉用具貸与、福祉用具購入費
（腰掛便座・入浴補助用具等）

住宅改修費



移行の一例（１）

６５歳到達前 ６５歳到達後
障害福祉サービス 介護保険サービス 障害福祉サービス 介護保険サービス

居宅介護
（家事援助）

訪問介護
（生活援助）

同行援護（買い物
支援、余暇利用）

同行援護（買い物
支援、余暇利用）

利用者Ａさん（身体障害者手帳（視覚障害）１級）

※あくまで一例であり、利用者の状況により異なります。



移行の一例（１）

６５歳到達前 ６５歳到達後
障害福祉サービス 介護保険サービス 障害福祉サービス 介護保険サービス

居宅介護
（家事援助）

訪問介護
（生活援助）

同行援護（買い物
支援、余暇利用）

同行援護（買い物
支援、余暇利用）

利用者Ａさん（身体障害者手帳（視覚障害）１級）

横出し利用
※あくまで一例であり、利用者の状況により異なります。



移行の一例（２）

６５歳到達前 ６５歳到達後
障害福祉サービス 介護保険サービス 障害福祉サービス 介護保険サービス
重度訪問介護
（居宅介護、
見守り支援等）

重度訪問介護
（身体介護、
見守り支援等）

訪問介護
（身体介護、
生活援助）

訪問入浴サービス 訪問入浴介護

利用者Ｂさん（身体障害者手帳１級、人工呼吸器あり）

※あくまで一例であり、利用者の状況により異なります。



移行の一例（２）

６５歳到達前 ６５歳到達後
障害福祉サービス 介護保険サービス 障害福祉サービス 介護保険サービス
重度訪問介護
（居宅介護、
見守り支援等）

重度訪問介護
（身体介護、
見守り支援等）

訪問介護
（身体介護、
生活援助）

訪問入浴サービス 訪問入浴介護

利用者Ｂさん（身体障害者手帳１級、人工呼吸器あり）

横出し利用

※あくまで一例であり、利用者の状況により異なります。



移行の一例（２）

６５歳到達前 ６５歳到達後
障害福祉サービス 介護保険サービス 障害福祉サービス 介護保険サービス
重度訪問介護
（居宅介護、
見守り支援等）

重度訪問介護
（身体介護、
見守り支援等）

訪問介護
（身体介護、
生活援助）

訪問入浴サービス 訪問入浴介護

利用者Ｂさん（身体障害者手帳１級、人工呼吸器あり）

上乗せ利用

※あくまで一例であり、利用者の状況により異なります。



介護保険サービス「上乗せ」利用の判断基準
身体障害（※６５歳到達前から障害者であり支援の必要性が認められる場合を除く）

※１ 種別欄に該当する障害種別がない場合は、肢体不自由の要件で判断する。 

※２ ケアプランにおいて、必要な訪問介護をもう一回入れると限度基準額（単位）を超過する状況であ

れば「支給単位数を限度額まで利用しているもの」の要件を満たすものとする。 

 

類型 種別 要件 

身体障害 
(※１) 

肢体
不自由 

身体障害者手帳を所持し、以下のいずれにも該当 
① 障害支援区分５以上で重度訪問介護対象の者 
② 介護保険の支給単位数を限度額（※２）まで利用している者で、要介護５の者 

内部障害 身体障害者手帳（内部障害に限る）を所持し、以下のいずれにも該当 
① 身体障害者手帳において、内部障害の等級が１、２級又はこれに準ずるもの 
② 介護保険の支給単位数を限度額（※２）まで利用している者（要介護度は問わない。） 

視覚、
聴覚障害 

身体障害者手帳（視覚障害又は聴覚障害に限る）を所持し、以下のいずれにも該当 
① 身体障害者手帳において、視覚又は聴覚障害の等級が１、２級又はこれに準ずるもの 

② 介護保険の支給単位数を限度額（※２）まで利用している者（要介護度は問わない。） 



介護保険サービス「上乗せ」利用の判断基準
精神障害、知的障害、難病患者等
（※６５歳到達前から障害者であり支援の必要性が認められる場合を除く）

※２ ケアプランにおいて、必要な訪問介護をもう一回入れると限度基準額（単位）を超過する状況であ

れば「支給単位数を限度額まで利用しているもの」の要件を満たすものとする。 

類型 要件 

知的障害 療育手帳を所持（知的障害者更生相談所で知的障害を有すると判定を受けた場合を含む）し、
以下のいずれにも該当 
① 障害支援区分５以上 

② 介護保険の支給単位数を限度額（※２）まで利用している者（要介護度は問わない。） 

精神障害 精神保健福祉手帳、精神障害を事由とする年金を現に受けていることを証明する書類、精神障
害を事由とする特別障害給付金を現に受けていることを証明する書類、自立支援医療受給者証

（精神通院医療に限る）のいずれかを所持している、又は、医師の診断書から確認できる場合
で、以下のいずれにも該当 
① 障害支援区分５以上 

② 介護保険の支給単位数を限度額（※２）まで利用している者で、要介護５の者 

難病患者 

等 

以下のいずれにも該当 

① 障害支援区分５以上 
② 介護保険の支給単位数を限度額（※２）まで利用している者で、要介護５の者 



スムーズな移行のために

〇各区支所保健福祉センター（障害保健福祉課）
相談支援専門員、ケアマネジャーらとの密な情報共有

〇利用者、家族への移行前後に係る丁寧な説明
（６５歳到達後も引き続き利用できる障害福祉サービスと、
介護保険サービスが優先されるサービスがある）



新高額障害福祉サービス等給付費について
65歳に達するまで長期間にわたり障害福祉サービスを利用されていた
方に対し、一部の介護保険サービスの利用者負担額を償還する制度
（平成30年4月〜）

＜対象者＞以下を全て満たす方
①65歳に達するまでの5年間（長期入院等のやむを得ない事由による中断を除く。）
にわたり、居宅介護、重度訪問介護、生活介護、短期入所
（相当障害福祉サービス）のいずれかの支給決定を継続して受けていたこと

②65歳の誕生日の2日前の時点で、低所得又は生活保護階層であったこと、また、
介護保険サービスの各利用月の時点でも、低所得又は生活保護階層であること

③65歳の誕生日の2日前の時点で、障害支援区分が2以上であったこと
④65歳に達するまでに、介護保険法による保険給付を受けていなかったこと



新高額障害福祉サービス等給付費について
＜償還対象の介護保険サービス＞
①訪問介護
②通所介護
③地域密着型通所介護
④短期入所生活介護
⑤小規模多機能型居宅介護

※償還対象者には、サービス利用後に、申請を勧奨する通知と
申請書が届きます。



京都市事業所等集団指導

京都府福祉サービス
運営適正化委員会について

〜 機能と役割 〜





運営適正化委員会とは

 運営適正化委員会は、福祉サービス利用者等からの苦情相
談や福祉サービス利用援助事業（地域福祉権利擁護事業）
の適正な運営の監視をおこない、福祉サービス利用者の権
利を保護することを目的とし事業を実施しています。

 委員会のメンバーは、社会福祉に関する学識経験者、法律
に関する学識経験者、医学に関する学識経験者の16名で構
成されています。



平成2年度・3年度・4年度のデーターから
（１）問い合わせについて

令和2年度



令和3年度



令和４年度



（２）初回苦情の内容
令和2年度



令和3年度



令和4年度



（３）サービス分野別件数
令和2年度



令和3年度



令和4年度



令和４年度の運営適正化委員会の
苦情・相談実績について

京都府福祉サービス運営適正化委員会は、福祉サービスに関
する利用者等からの苦情を適切に解決するため、助言、相談、
調査等を行い、福祉サービスの利用者の権利を擁護すること
を目的に活動しています。

 昨年度（令和４年度）の苦情・相談の状況についてお伝え
します。



◉ 苦情の受付・解決について

令和４年度の初回（新規受付）苦情件数は、１１５件、継
続苦情相談数は６４０件です。

例年、全国社会福祉協議会の会議で示される速報値におい
て、苦情件数は全国でも上位に入っています。

解決の結果は「相談・助言」が65件、「紹介伝達」が34件
となっています。

単に苦情先事業所や他機関への紹介伝達、また傾聴のみにと
どまらず、申出人の思いを踏まえ、内容を整理したうえで、
双方の調整を図るよう努めています。

なお、令和４年度は、初回苦情件数はやや減少したものの、
継続苦情件数が大幅に増加したため、総受付件数も大幅に増
加しています。



◉ 苦情内容について

苦情内容は、前年度と同様「職員の接遇」が最も多く、次いで
「サービスの質や量」「説明・情報提供」の順となっています。
「職員の接遇」では、利用者や家族に対する対応や言葉遣いが主
な申し出の内容であり、「サービスの質や量」では、利用者・家
族が期待するサービスが受けられないことや今年度はサービス停
止に伴う苦情が多くありました。

これらを改善するためには、利用者に対して、提供するサービ
スの内容や対応について、普段から丁寧な説明や経過報告を行い、
相談に乗るなど、事業者としての説明責任を十分に果たすことが
大切と考えます。

また、「権利侵害」は、微減であり、関係行政機関に連絡する
など必要な対応を行いました。



◉ サービス分野別件数

初回苦情をサービス分野別で見ると、近年、「障害者」分野が最
も多くなっており、全国的にも同様の傾向となっています。前年度
と比べて「高齢者」「障害者」分野が減少しており、「児童」分野
は増加となっています。

「障害者」分野は就労継続支援Ｂ型の事業所への苦情が多くなっ
ています。また、就労継続支援Ａ型、就労移行支援に対する苦情も
多くなっています。「高齢者」分野では通所介護への苦情が最も多
くなっていますが、訪問介護、地域包括支援センター、居宅介護支
援事業所への苦情や相談も増えています。「児童」分野では、放課
後等デイサービスへの苦情が最も多く、保育園・認定こども園への
苦情も増えています。



利用者・家族からの苦情は長期化・複雑化して
おり、解決が困難な事例が増えてきています。

本委員会としては、引き続き、苦情・相談対
応を通じて福祉サービス利用者の権利擁護を
図りつつ、現場で様々な事例に対応する事業
所への支援を充実していく必要があると考え
ます。

以上



その他連絡事項等

1

令和５年度障害福祉サービス事業者集団指導

監査指導課



＜令和６年度から義務化される事項＞

①訪問系(居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援)

相談系(計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援)

就労定着支援、自立生活援助

「感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会」を

おおむね６ヵ月に１回以上、定期的に開催すること

②療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、

自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会」を

おおむね３ヵ月に１回以上、定期的に開催すること

１ 感染症対策の強化

（１）感染対策委員会の定期的な開催、結果の従業者への周知徹底



実施内容の
記録が必要

＜規定すること＞

◆平常時の対策
・事業所内の衛生管理（環境の整備等）
・支援にかかる感染対策（手洗い等の標準的な予防策）

◆発生時の対応
・発生状況の把握
・感染拡大の防止
・医療機関や保健所等関係機関との連携報告

（２）感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備

（３）感染症の予防及びまん延の防止のための研修、訓練の定期的実施
＜実施頻度＞

◆訪問系(居宅介護等)、相談系(計画相談支援等)、就労定着支援、自立生活援助

年１回以上

◆療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、
自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

年２回以上



実施内容の
記録が必要

感染症対策、業務継続に向けた取組については、

厚生労働省のＨＰを参考にしてください

感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等
について｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

２ 業務継続に向けた取組の強化

（１）業務継続計画（感染症・災害）の策定

◆感染症に係る業務継続計画
・平時からの備え、初動対応、感染拡大防止体制の確立

◆災害に係る業務継続計画
・平常時及び緊急時の対応、他施設及び地域との連携

（２）定期的な研修・訓練の実施

◆業務継続計画を従業者に周知し、必要な研修・訓練を定期的実施
（年１回以上。障害者支援施設は年２回以上）

※ 訓練は、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合
に実施する支援の演習等を実施



＜就労系事業所における会計処理について＞

〇令和３年度に、厚生労働省の調査研究事業

により、「就労支援事業会計の運用ガイド

ライン」が作成されています。

ガイドラインに基づいた会計処理をお願い

します。

適切な会計処理をお願いします

〇令和４年度の集団指導で、就労系事業所に

おける会計処理について説明しています。

まだ視聴いただいていない事業所は必ず

ご視聴ください。



＜報告について＞
①動画を視聴する。

②ホームページ（※）に掲載されている，動画配信を含めた集団指導資料
を確認し，事業所内で周知する。
※「京都市情報館」トップページ内，下記のとおり進む
＃健康・福祉・教育＃障害者福祉＃障害福祉サービス等事業者向けの
情報＃障害福祉サービス事業者に対する指導監査等

■報告期限︓令和５年１０月末

③上記ホームページ内にある報告フォームにて，必要項目を記載後
，送信で完了です。



最後に・・・

事業所の皆様にお願いしたいこと



は に を提供し，

の心身の状況その他置かれて

いる環境及びサービス利用状況等を

把握しているか。

＜基本方針＞

＜運営＞

は の意思及び人格を尊

重して，常に当該 の立場に立

った の提供に努めているか。



は に を提供し，

の心身の状況その他置かれて

いる環境及びサービス利用状況等を

把握しているか。

＜基本方針＞

＜運営＞

は の意思及び人格を尊

重して，常に当該 の立場に立

った の提供に努めているか。

事業所

事業所

利用者

サービス

利用者

サービス

利用者

利用者




